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４  排 水 施 設 

４－１ 排水施設基準 

４－１－１  排水基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法第 33 条第１項第３号は、排水施設についての基準を定めている。本号を適用するために必

要な基準は施行令第 26条及び施行規則第 22 条及び第 26条に規定されている。 

（参考）都市計画法第 33 条第１項第２号 

イ 開発区域の規模、形状及び周辺の状況 

ロ 開発区域内の土地の地形及び地盤の性質 

ハ 予定建築物等の用途 

ニ 予定建築物等の敷地の規模及び配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画法第 33条第１項第３号 

排水路その他の排水施設が、次に掲げる事項を勘案して、開発区域内の下水道法（昭和

33 年法律第 79 号）第２条第１号に規定する下水を有効に排出するとともに、その排出に

よつて開発区域及びその周辺の地域に溢
いっ

水等による被害が生じないような構造及び能力で

適当に配置されるように設計が定められていること。この場合において、当該排水施設に

関する都市計画が定められているときは、設計がこれに適合していること。 

イ  当該地域における降水量 

ロ  前号イからニまでに掲げる事項及び放流先の状況 

都市計画法施行令第 26条 

法第 33 条第２項に規定する技術的細目のうち、同条第１項第３号（第 35 条の２第４項

において準用する場合を含む。）に関するものは、次に掲げるものとする。 

一  開発区域内の排水施設は、国土交通省令で定めるところにより、開発区域の規模、地

形、予定建築物等の用途、降水量等から想定される汚水及び雨水を有効に排出すること

ができるように、管渠
きょ

の勾
こう

配及び断面積が定められていること。 

二  開発区域内の排水施設は、放流先の排水能力、利水の状況その他の状況を勘案して、

開発区域内の下水を有効かつ適切に排出することができるように、下水道、排水路その

他の排水施設又は河川その他の公共の水域若しくは海域に接続していること。この場合

において、放流先の排水能力によりやむを得ないと認められるときは、開発区域内にお

いて一時雨水を貯留する遊水池その他の適当な施設を設けることを妨げない。 

三  雨水（処理された汚水及びその他の汚水でこれと同程度以上に清浄であるものを含

む。）以外の下水は、原則として、暗渠
きょ

によって排出することができるように定められ

ていること。 
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令第 26 条第１号は、排水施設の管渠の勾配及び断面を定める際の基準である。雨水及び汚水

のそれぞれについて計画下水量を計算して定めるよう規定している。 

計画下水量の算定は、規則第 22 条に基づいて行う（４－１－２ ２  計画下水量の算定を参

照）。 

令第 26 条第２号は、開発区域内の排水施設の接続について規定したものである。開発区域内

の排水施設がその下水を有効かつ適切に排出することができるように、下水道、河川等へ接続

していなければならない。「有効かつ適切に」とは、地形等から考えて無理なく排出すること

ができると同時に、接続先の能力が十分あり、しかも接続先の本来の機能に照らして汚水及び

雨水を排出することが適当であるという意味である。 

ただし、放流先の排水能力が集中豪雨等の一時的集中排水時のみ不十分となる場合で、他に

接続できる十分な排水能力を有する放流先が存在しない場合には、雨水に限り、流出抑制施設

を設け浸透又は貯留することができるものとする。 

令第 26 条第３号は、雨水以外の下水は原則として暗渠
きょ

により排出するよう規定している。た

だし、処理された汚水、生活排水等で水質に問題のないものについては、暗渠
きょ

による排水の義

務を課さず、道路側溝や都市下水路等への排出を認めることがある。 

 

 

 

４－１－２  管渠
きょ

の設計 

１  下水管渠
きょ

計画 

下水道計画に当たって、排水区域は、開発区域内だけでなく、周辺の地形等に基づき開発

区域の上流流域（河川流域ごと。）も含めた総合的な検討により決定する。 

また、公共下水道の計画が定められている場合は、その計画に整合するように排水区域を

定める必要がある。 

下水の排除方式には、雨水と汚水とを別々の管渠
きょ

で排除する「分流式」と、同一の管渠
きょ

で

排除する「合流式」がある。地域によって公共下水道の排除方式が異なるため、対象地域の

公共下水道に合わせて排除方式を定めること。 

下水管は原則として道路の地下に埋設されるが、道路計画との整合を図り地形に従って自

然流下により下流側の公共下水道又は公共用水域に接続できるよう配慮し、ポンプ場の設置

はできるだけ避けるよう計画する。 

また、当該開発区域の上流部についても将来は開発されることを前提として、将来の土地

利用や道路の延伸を想定した上で管渠
きょ

網の配置を定めなければならない。 

以上の管渠
きょ

計画の検討に当たっては、道路及び下水道の将来管理者である市町村等と協議

を行い、それらの指導に従って計画を決定すること。 
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２  計画下水量の算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 雨水量 

計画雨水量の計算方法には、合理式による方法と実験式による方法がある。宅地開発の

場合は一般に、合理式が用いられる。合理式を用いる場合、開発区域の規模、地形等を勘

案して、降雨強度、流出係数、排水面積を求める必要がある。 

合理式          1                       Ｑ：計画雨水量(ｍ3／秒) 

Ｑ＝      ・Ｃ・Ｉ・Ａ        Ｉ：降雨強度（mm／時間） 

360                      Ｃ：流出係数 

Ａ：排水面積（ha） 

都市計画法施行規則第 22条（排水施設の管渠
きょ

の勾
こう

配及び断面積） 

令第 26 条第 1 号の排水施設の管渠
きょ

の勾
こう

配及び断面積は、５年に１回の確率で想定され

る降雨強度値以上の降雨強度値を用いて算定した計画雨水量並びに生活又は事業に起因

し、又は付随する廃水量及び地下水量から算定した計画汚水量を有効に排出することがで

きるように定めなければならない。 

２ 令第 28 条第７号の国土交通省令で定める排水施設は、その管渠
きょ

の勾
こう

配及び断面積が、

切土又は盛土をした土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域の面積を用い

て算定した計画地下水排水量を有効かつ適切に排出することができる排水施設とする。 
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① 流出係数 

流出係数とは、当該排水区域における降雨量のうち、途中での蒸発、浸透などを除いた

もので管渠に流入する雨水量の割合をいう。流出係数の算定に当たっては、道路の路面、

建築物の屋根、宅地の地面など各々の基礎的な流出係数値を基に、土地利用の面積率によ

る加重平均を行う（下式を参照）。 

なお、土地利用ごとの流出係数は原則として次表の値を用いる。 

 

流 出 係 数 面 積 土  地  利  用 

Ｃ1 0.9 Ａ1 道路、屋根等（屋根＝宅地面積×建ぺい率） 

Ｃ2 0.8 Ａ2 透水性舗装 

Ｃ3 0.5 Ａ3 
公園、造成緑地 

宅地の庭等（＝宅地面積－屋根等面積） 

Ｃ4 0.3 Ａ4 山林、残留緑地 

 

建ぺい率 50％以下の専用住宅に限り、流出係数 0.7 とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 降雨強度 

降雨強度値は、規則第 22 条に規定されているとおり、５年に１回の確率で想定される降

雨強度値以上の値を用いる。都内の開発行為及び宅地造成の場合、５年に１回の確率の降

雨強度値の計算式は、次の式とする。 

〔５年に１回の確率の降雨強度式〕 

 

 

 

流達時間は雨が流域に降ってから管渠に流入するまでの時間（流入時間）と管渠に流入

してから最下点まで流下する時間（流下時間）の和である。流入時間は５～７分とし、流

下時間は管渠延長÷流速によって求める。なお、流達時間が 10 分以下の場合は、流達時間

を 10 分としてよい。 

開発区域から公共下水道や河川等に排水を放流する場合、これらの管理者が許容する量

まで放流量を抑制しなければならない場合がある。この許容量等について、管理者と協議

すること。なお、放流量を抑制しなければならない場合、開発区域内に次章に示す雨水流

出抑制施設を設けなければならない。

Ｃ1 ×Ａ1 ＋Ｃ2 ×Ａ2 ＋Ｃ3 ×Ａ3 ＋Ｃ4 ×Ａ4 

Ａ1 ＋Ａ2 ＋Ａ3 ＋Ａ4 
Ｃ（流出係数）＝ 

0.9×Ａ1 ＋ 0.8×Ａ2 ＋ 0.5×Ａ3 ＋ 0.3×Ａ4 

Ａ1 ＋Ａ2 ＋Ａ3 ＋Ａ4 

＝ 

1200               Ｉ：降雨強度（mm／時間） 

ｔ2/3 ＋５             ｔ：流達時間（分） 
Ｉ＝ 
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（参考） 

公共下水道を設置する場合は、３年に１回の確率の降雨強度を用いることが多い。詳

しくは下水道管理者と協議すること。 

〔３年に１回の確率の降雨強度式〕 

 

 

 

 

③ 排水面積 

排水面積は、開発の内容や周辺の地形等を勘案して決定される排水区域の面積である。

開発が行われる区域内だけでなく、その上流部も含む流域全体の雨水を対象とするため、

開発区域とは必ずしも一致しないので注意を要する（下図参照）。 

 

 

区域外流出が見込まれる区域 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
          

 

 

 

    

           

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 
調整池等 

 

    

  

（放流先） 

5000              Ｉ：降雨強度（mm／時間） 

ｔ＋40             ｔ：流達時間（分） 
Ｉ＝ 

排水管網 

排

水

区

域 

開

発

区

域 
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４－１－３  排水施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原則として排水施設は、開発行為完了後、市にその管理を引き継ぐこと。そのためには排水施

設の構造は上記の基準とともに、市で定める基準を満たさなければならない。 

(1) 最小管径 
下水管内に汚物が堆積した場合の清掃などの維持管理を考慮して、下水管の最小管径は汚水

管・雨水吐き室の汚水管では 20cm、雨水管・合流管では 25cm とするよう定められている。 

(2) 下水管の土被り 

下水管の土被りは、道路管理者及び下水道管理者と協議することが必要である。 

(3) 下水管の接合 

下水管の接合は原則として水面接合か管頂接合とする。管内の計画水面を一致させる「水面

接合」を行うのが水理学的には合理的である。これに対して、一般的に用いられているのが管

頂を一致させる「管頂接合」である。 

(4) 人孔（マンホール） 

管渠の方向・勾配・段差・管径の変化点、管渠同士の合流箇所・合流の予定される箇所には

人孔を設ける。また、管渠の維持管理を考慮して、人孔の設置間隔は管径の 120 倍以下とする。 

都市計画法施行規則第 26 条（排水施設に関する技術的細目） 

令第 29 条の規定により定める技術的細目のうち、排水施設に関するものは、次に掲げ

るものとする。 

一  排水施設は、堅固で耐久力を有する構造であること。 

二  排水施設は、陶器、コンクリート、れんがその他の耐水性の材料で造り、かつ、漏

水を最少限度のものとする措置が講ぜられていること。ただし、崖
がけ

崩れ又は土砂の流

出の防止上支障がない場合においては、専ら雨水その他の地表水を排除すべき排水施

設は、多孔管その他雨水を地下に浸透させる機能を有するものとすることができる。 

三  公共の用に供する排水施設は、道路その他排水施設の維持管理上支障がない場所に

設置されていること。 

四  管渠
きょ

の勾
こう

配及び断面積が、その排除すべき下水又は地下水を支障なく流下させるこ

とができるもの（公共の用に供する排水施設のうち暗渠
きょ

である構造の部分にあって

は、その内径又は内法
のり

幅が、20 センチメートル以上のもの）であること。 

五  専ら下水を排除すべき排水施設のうち暗渠
きょ

である構造の部分の次に掲げる箇所に

は、ます又はマンホールが設けられていること。 

イ  管渠
きょ

の始まる箇所 

ロ  下水の流路の方向、勾
こう

配又は横断面が著しく変化する箇所（管渠
きょ

の清掃上支障が

ない箇所を除く。） 

ハ  管渠
きょ

の内径又は内法
のり

幅の 120 倍を超えない範囲内の長さごとの管渠
きょ

の部分のそ

の清掃上適当な場所 

六 ます又はマンホールには、ふた（汚水を排除すべきます又はマンホールにあつて

は、密閉することができるふたに限る。）が設けられていること。 

七  ます又はマンホールの底には、専ら雨水その他の地表水を排除すべきますにあつて

は深さが 15 センチメートル以上の泥溜
た

めが、その他のます又はマンホールにあつて

はその接続する管渠
きょ

の内径又は内法
のり

幅に応じ相当の幅のインバートが設けられている

こと。 
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一方、都においては、公共用水域の水質汚濁を防止するため「東京都生活排水対策指導要

綱」（巻末資料２）により、公共下水道等が整備されていない地域全域について、合併処理浄

化槽の設置を指導している。 

これらのことから、開発行為に際しては汚水処理及び排水について、関係機関等と協議する

こと。 
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４－２ 雨水流出抑制施設 

４－２－１  雨水流出抑制施設の基準 

１ 許容放流量と雨水流出抑制 

雨水の放流先の河川・下水道が整備不十分の場合は、雨水調整池等の雨水流出抑制施設を

設けること。 

開発行為においては、降水量を５年に１回の確率で想定するため、河川・公共下水道の放

流先がある場合であっても、それらの管理者が許容する放流量と、開発行為に伴う雨水流出

量との間には差がある場合がある。この場合、開発行為の中で、雨水流出量と許容放流量と

の差分の流出抑制を行わなければならない。なお、公共施設（道路、公園等）の雨水排水の

処理や、宅地内雨水を区域外の河川や下水道等に放流する場合には、これらの管理者との協

議が必要である。 

また、総合的な排水対策についても関係部局との協議が必要である。 

 

２ 雨水流出抑制施設 

雨水流出抑制施設は、降った雨をできるだけその場に貯留又は浸透させて流出を抑制する。 

（雨水流出抑制施設の種類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２－２  浸透施設 

浸透施設とは、地表あるいは地下の浅いところから雨水を土壌の不飽和帯を通して地中へ

分散、浸透させる施設をいい、地表近くで雨水を広く浸透させる「拡水法」と、れき層まで

井戸を掘って直接れき層に浸透させる「井戸法」に分けられる。 

拡水法は、舗装や側溝の下に水が浸透していく際に、土壌を一緒に流し去ってしまい陥没

等を引き起こすことがある。 

井戸法は、れき層に直接流出させるため浸透能力は大きなものがあるが、地下水の水質に

も影響を及ぼしやすいため、設置に当たってはフィルターの設置など、十分な注意が必要で

ある。 

浸透施設の特長としては、小規模な施設であること、安全性が高いこと、地下水の涵養

（かんよう）に役立つこと、区域全体でまんべんなく効果をあげられることなどがある。そ

の反面、目詰まりの対策、地下水の水質、周辺地盤への影響などへの配慮が必要であり、傾

斜地（擁壁の周辺、がけ地を含む。）での設置は地盤の安定を損なうため、できるだけ避け

なければならない。また、施工に当たっては浸透面を締め固めすぎて浸透能を落とさないよ

うに注意すること。 

浸透トレンチ 

浸透ます 

道路浸透ます 

浸透井（吸込み槽） 

透水性舗装 

雨水調整池 

浸透施設 

貯留施設 

雨水流出抑制施設 
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１  浸透施設の種類 

(1) 浸透トレンチ 

掘削した溝に砕石を充填し、この中にますと連結した管（有孔管、多孔管等）を敷設し、

雨水を導きトレンチ内の充填砕石の側面及び底面から不飽和帯を通して地中へ浸透させる

施設。一般には、建物の屋根の雨水を雨樋を通して処理することが多い。浸透トレンチの

両端には浸透ますを設置するのが望ましい。 

従来、浸透トレンチは都内の開発許可では、主に宅地内雨水の処理施設として、その宅

地内に設置されてきた。しかし、開発行為完了後、建築物の建築の際に支障物件として撤

去され、その機能が失われてしまう事例が生じている。このため、開発行為に伴い設置さ

れる浸透トレンチについて、設置位置を必ずしも宅地内に限定するのではなく、道路管理

者及び市と協議の上、開発行為によって整備される道路内に整備することも可とする。 

(2) 浸透ます 

ますの底面を砕石で充填し、集水した雨水をその底面より地表から浅いところの不飽和

帯を通して浸透させるます 

(3) 道路浸透ます 

道路排水用の集水ますに連結して設けた浸透ますで、道路管理者と協議の上、設置する

こと（道路排水について、当該道路管理者が基準を定めている場合は、その基準によ

る。） 

(4) 浸透井（しんとうせい。吸込み槽ともいう。） 

井戸を通して雨水を砂れき層に導き、地中に浸透させる施設。「井戸法」の浸透施設で

あり、地下水の水質に影響を及ぼさないよう配慮が必要である。 

(5) 透水性舗装 

雨水を直接舗装体に浸透させ、舗装体の貯留及び路床の浸透能力により、雨水を地中へ

面状に浸透させる施設。 

舗装の強度が一般の舗装に比べて弱くなるため、道路管理者と協議の上、主に歩道又は

幅員６ｍ以下の道路に設置する。 

 

２  浸透施設の設計 

(1) 浸透能力 

浸透施設の設計に当たっては、対象となる地層の浸透能力を定めなければならない。こ

の定数は、地質によって異なるため、当該河川の流域ごとに定めなければならない。例え

ば、新河岸川流域においてはロ－ム層を浸透面とする場合、設計浸透能は 0.5ｍ3／時間

／㎡／ｍである。浸透施設の浸透能力は別表のように浸透能力を定めている。 

浸透能力が定まっていない場合は、現場で注入試験を行うことにより浸透能力を測定す

ること。現地で測定した浸透能力は、降雨時からの時間、地下水位等により変化しやすく、

将来目詰まりによって浸透能力が低下することも考えられるため、設計浸透能は実測値を

低減させたものとすること。目安としては、既存の各種報告書により、浸透ます（浸透井

等）及び浸透トレンチは実測値の３分の１の値、透水性舗装は 10分の１の値とする。 
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浸透施設の浸透能力 

 

施 設 名 浸透層の地質 設計浸透能 説   明 

浸透トレンチ 

新期ローム、黒ぼく 0.7ｍ３/m・hr 
浸透トレンチ 0.75m×0.75m の寸法

で、トレンチ延長１ｍ当たりの値。 

屋根からの雨水を浸透させるのが望

ましい。 
砂れき 1.0ｍ３/m・hr 

浸透ます 

新期ローム、黒ぼく 0.7ｍ３/㎡ hr 
底面積（砕石部分）１㎡当たりの

値。ます内の水位を１ｍとする。 

屋根からの雨水を浸透させるのが望

ましい。 
砂れき 1.0ｍ３/㎡ hr 

道路浸透ます 

新期ローム、黒ぼく 1.8ｍ３/m・hr 浸透トレンチ１ｍ×１ｍの値。 

浸透トレンチの延長１ｍ当たりの

値。 砂れき 2.3ｍ３/m・hr 

浸透井 

新期ローム、黒ぼく 1.0×10-4cm/s 

透水係数に相当する。 

砂れき 1.0×10-2cm/s 

透水性舗装 新期ローム、黒ぼく 2.0ｍ３/100 ㎡ 
駐車場では貯留量 50mm とする。 

(５㎥/100 ㎡) 

 

(2) 浸透施設の規模決定（浸透井・浸透トレンチの容量決定） 

浸透施設の容量の算定は、一般的には合理式をもとにして行う。詳細な計算方法は、資

料編３「浸透ます・トレンチ等の規模計算」を参照すること。 
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４－２－３  貯留施設 

雨水調整池 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯留施設としては、雨水調整池の設置が有効である。 

浸透施設が流出量を常に一定量減らすのに対して、貯留施設は降った雨の流出を遅らせて、

流出量のピ－クカットを図るためのものである。 

大規模な宅地開発に伴い、河川流域の流出機構が変化し、下流河川等の流量を著しく増加さ

せる場合には、下流河川等の改修に代わる洪水調節のための代替手段として、調整池を設置す

る。 

なお、貯留施設を計画する場合は、放流先（河川、水路、下水路等）管理者の指導によると

ともに、雨水調整池等の管理は、できる限り公共機関の管理とすることを原則とする。 

(1) 雨水調整池の構造 

雨水調整池は、原則として掘込式とし、築堤高さは最大５ｍを限度に可能な限り低くす

る。また、洪水調節方式は、原則として自然流下方式とする。 

 

(2) 計算基準 

ピ－ク流量の算定方式は、合理式を用いる。 

 

 

 

 

 

(3) 流達時間 

流達時間は、流入時間と流下時間との和であり、その和が 10 分未満の場合は、原則とし

て 10 分としてもよい。 

 

 

 

都市計画法施行令第 26 条第２号 

開発区域内の排水施設は、放流先の排水能力、利水の状況その他の状況を勘案して、

開発区域内の下水を有効かつ適切に排出することができるように、下水道、排水路その

他の排水施設又は河川その他の公共の水域若しくは海域に接続していること。この場合

において、放流先の排水能力によりやむを得ないと認められるときは、開発区域内にお

いて一時雨水を貯留する遊水池その他の適当な施設を設けることを妨げない。 

Ｑ：ピ－ク流量（ｍ3／sec ） 

ｆ：加重平均流出係数 

ｒ：計画降雨強度（mm／hr） 

Ａ：流域面積（ha） 

Ｑ＝   ×ｆ×ｒ×Ａ 
360 

１ 

Ｔ＝ｔ1 ＋ｔ2 Ｔ （流達時間） 

ｔ1 （流入時間）＝平均  ５～７分 

ｔ2 （流下時間）＝流路（管渠）の延長／平均流速 
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(4) 流出係数 

流出係数は、開発前及び開発後の当該区域及びその周辺の状況を考慮して、適切な値を

とること。なお、具体的な値は「４ 排水施設」を参照すること。 

 

(5) 計画対象降雨 

計画対象とする降雨強度は５年確率を原則とするが、開発面積等を考慮し、放流先水路

管理者等と十分に調整すること。 

降雨強度式は原則として東京管区気象台の確率降雨表による昭和２年から 41 年までのガ

ンベル法に基づき算定した次の値を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 雨水調整池容量の算定方法（資料４参照） 

雨水調整池容量の算定方法は、原則として次の簡便式を用いることとする。 

 

 

 

 

 

ここで Ｖ ：必要調整容量（ｍ3） 

ｒi ：任意の降雨継続時間ｔi に対応する降雨強度（mm／hr） 

ｒC ：許容放流量に相当する降雨強度（mm／hr） 

 

ｒC ＝ 

 

ｔi ：任意の降雨継続時間（分） 

ｆ ：開発後の加重平均流出係数 

Ａ ：流域面積（ha） 

Ｖ１：設計堆積砂量（次項を参照） 

 

この算定方法は、宅地開発後におけるピ－ク流量の値を、雨水調整池下流水路等の流下能

力（許容放流量）の値までに調整するものである。 

なお、許容放流量や調整池容量については、放流先水路等管理者と十分調整すること。 

1100 1800 
３年確率（50mm/hr）ｒ＝ 30 年確率（90mm/hr）ｒ＝ 

ｔ2/3 ＋4.5 ｔ2/3 ＋6.5 

1200 2200 
５年確率（60mm/hr）ｒ＝ 100 年確率（110mm/hr）ｒ＝ 

ｔ2/3 ＋4.5 ｔ2/3 ＋5.0 

Ｖ ＝ ｒi － 
ｒC １ 

×60×ｔi ×ｆ×Ａ×   ＋Ｖ１ 
360 ２ 

ｆ×Ａ 
[ ＱC ：許容放流量（ｍ3／sec ）] 

ＱC ×360 
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(7) 設計堆積砂量 （前項式中のＶ１） 

調整池の設計堆積土砂量は、原則として造成中と造成後について計画する。すなわち、

造成中は、 150ｍ3／ha／年を標準とし２年目以降は１/ ２ずつ減少するものとする。造成

後は、 1.5ｍ3／ha／年を標準とし、維持管理上 10 年間を算定基準とする。 

 

(8) オリフィスの設計 

オリフィスは、次の式を用いる。ただし、10cm×10cm 以上であること。 

Ｑ＝Ｃ×ａ×（２×ｇ×ｈ）1/2  

ここで、 

Ｑ：許容放流量（ｍ3/sec） 

Ｃ：流量係数（通常 0.6） 

ａ：オリフィスの断面積（㎡） 

ｇ：重力加速度（9.8m/sec2） 

ｈ：オリフィス中心からの水深（ｍ） 

 

(9) 放流管 

放流管は、許容放流量を流水が満管にならず、自由水面を有する状態で流下できるよう

配慮し、その流水断面積は管路全断面積の３／４以下となるよう設定する。 

また、管路内径は最小でも 20ｃｍ以上とする。 

 

(10) 余水吐き 

計画降雨以上の降雨時の安全性を配慮し余水吐きの設計を行う。 

余水流量対象降雨強度式は、100 年確率以上を用いる。 

余水吐きの設計は、次の式を用いる。 

Ｑ＝Ｃ×Ｂ×Ｈ3/2  

ここで、 

Ｑ：放流量（ｍ3/sec） 

Ｃ：流量係数（1.8） 

Ｂ：余水吐きの幅（ｍ） 

Ｈ：余水吐きの越流水深（ｍ） 

 

(11) 雨水調整池の多目的利用 

雨水調整池は開発区域の中で貴重な空間であるため、その多目的利用にも配慮すること。 

なお、多目的利用として導入する施設は、原則的に次のものとする。 

① 公園、緑地、広場 

② グラウンド 

③ テニスコ－ト 

④ 駐車場等 
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また、導入に際しては、導入施設と調整池との機能を相互に損なわないようにすること。

さらに、安全管理、施設の適所設置や、維持管理協定など明確に設定し、開発完了後の降

雨時の場合の即時対応についてトラブルがないようにすること。 

運用に当たっては、旧建設省建設経済局の「宅地開発に伴い設置される洪水調節（整）

池の多目的利用指針（案）」（昭和 61 年４月）を参照すること。 
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５  給 水 施 設 

５－１  給水計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画法第 33 条第１項第４号の規定は、水道その他の給水施設についての基準を定めた

ものである。本号については、特に技術的細目の定めはない。このことから、開発区域内に新

たに水道を敷設する場合は、水道事業者と協議すること。 

 

（参考） 

都市計画法第 33 条第１項第２号（抜粋） 

イ 開発区域の規模、形状及び周辺の状況 

ロ 開発区域内の土地の地形及び地盤の性質 

ハ 予定建築物等の用途 

ニ 予定建築物等の敷地の規模及び配置 

都市計画法第 33 条第１項第４号 

主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外

の開発行為にあっては、水道その他の給水施設が、第２号イからニまでに掲げる事項を

勘案して、当該開発区域について想定される需要に支障を来さないような構造及び能力

で適当に配置されるように設計が定められていること。この場合において、当該給水施

設に関する都市計画が定められているときは、設計がこれに適合していること。 
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６  地区計画等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発許可においては、公共施設や予定建築物等が以下に則り計画されていることが必要である。 

① 予定建築物等の用途が地区計画等で定められた建築物等の用途に即しているか。 

② 開発行為の設計における建築物の敷地又は公共施設の配置等が地区計画等に定められた道

路、公共空地等の配置及び規模並びに現に存する樹林地、草地等で良好な居住環境の確保の

ため必要とされるものに即しているか。 

 

地区計画…………建築物の建築形態、公共施設その他の施設の配置等からみて、一体として

それぞれの区域の特性にふさわしい態様を備えた良好な環境の各街区を整

備し、開発し、及び保全するための計画 

なお、地区計画等とは、 

・ 地区計画 

・ 幹線道路の沿道の整備に関する法律（昭和 55 年法律第 34 号）第９条第１項の規定に

よる沿道地区計画 

・ 集落地域整備法（昭和 62 年法律第 63 号）第５条第１項の規定による集落地区計画 

・ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成 9 年法律第 49 号）第

32 条第 1項の規定による防災街区整備地区計画 

をいう。 

 

 

 

 

 

 

都市計画法第 33条第１項第５号 

当該申請に係る開発区域内の土地について地区計画等（次のイからホまでに掲げる地区

計画等の区分に応じて、当該イからホまでに定める事項が定められているものに限る。）

が定められているときは、予定建築物等の用途又は開発行為の設計が当該地区計画等に定

められた内容に即して定められていること。 

イ 地区計画 再開発等促進区若しくは開発整備促進区（いずれも第 12 条の５第５項第

１号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は地区整備計画 

ロ 防災街区整備地区計画 地区防災施設の区域、特定建築物地区整備計画又は防災街区

整備地区整備計画 

ハ 歴史的風致維持向上地区計画、歴史的風致維持向上整備計画 

ニ 沿道地区計画 沿道再開発等促進区（幹線道路の沿道の整備に関する法律第９条第４

項第１号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は沿道地区

整備計画 

ホ 集落地区計画 集落地区整備計画 
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７  公共・公益的施設 

１  施設の用途の配分 

 

 

 

 

 

 

「用途の配分が定められていること」とは、公共施設、公益的施設及び建築物等の用に供

される敷地が、本号の趣旨に沿って適切に配分されるような設計となっていることの意であ

る。また、開発者が自ら整備すべき公共施設の範囲は、第２号から第４号まで（道路、公園、

広場その他の公共の用に供する空地、排水路その他の排水施設及び水道その他の給水施設）

に規定されているのであるから、それ以外の公共施設や公益的施設は、それぞれの施設の管

理予定者と協議した上でその用地として確保すること。 

 

 

２  公益的施設の技術的細目 

 

 

 

 

 

 

 

 

「配置されていなければならない」とあるのは、開発者が自ら整備すべき旨を定めたもの

ではなく、用地として確保する意である。 

なお、その他の公益的施設としては、行政施設（交番、市役所、出張所等）、集会施設（集

会所、公民館等）等がこれにあたる。 

 

都市計画法第 33条第１項第６号 

当該開発行為の目的に照らして、開発区域における利便の増進と開発区域及びその周

辺の地域における環境の保全とが図られるように公共施設、学校その他の公益的施設及

び開発区域内において予定される建築物に用途の配分が定められていること。 

都市計画法施行令第 27条 

主として住宅の建築の用に供する目的で行なう 20 ヘクタール以上の開発行為にあつ

ては、当該開発行為の規模に応じ必要な教育施設、医療施設、交通施設、購買施設その

他の公益的施設が、それぞれの機能に応じ居住者の有効な利用が確保されるような位置

及び規模で配置されていなければならない。ただし、周辺の状況により必要がないと認

められるときは、この限りでない。 
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８ 宅地の安全性 

８－１  造成基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発区域内の土地については、地盤の沈下、崖
がけ

崩れ、出水その他による災害を防止するため、地盤の

改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられるように設計することが求められる。 

この場合、盛土規制法に基づく規制区域内で行われる開発行為については、同法に基づく宅地造成又

は特定盛土等に関する工事の許可を受けたものとみなされ、同法の技術的基準に適合させる必要がある。 

このことから、宅地の安全性を確保する上で必要な措置に関する技術的基準は、本審査基準に記載の

ない限りにおいて、「盛土規制法に係る手引」に準拠するものとする。 

 

８－２  地盤 

８－２－１  造成地盤の改良 

 

 

 

 

 

本号では、開発区域内の地盤沈下はもとより、区域外にも及ぶことがある圧密による被害を防止する

ため、土の置換え、各種のドレーン工法による水抜き等の義務を課している。 

盛土や構造物等の荷重により大きな沈下を生じたり、盛土端部がすべったり、地盤が側方に移動する

などの変形の防止に十分留意する必要がある。 

特に、軟弱地盤での施工においては、施工中及び施工後の盛土端部のすべり、地盤の圧縮沈下にとも

なう雨水排水施設や下水道管など各種構造物の安全性の低下や変形による機能の低下、さらに工事完了

後における宅盤の不同沈下などの支障が生じる可能性が高い。 

したがって開発行為を実施する際、既存資料や事前の調査ボーリング結果等から軟弱地盤の存在が予

想される場合には、軟弱地盤対策に関する調査検討を行い、地盤の沈下や盛土端部のすべり等が生じな

いようにする必要がある。 

 

[地形条件と造成] 

造成に当たっては自然の地形を生かしながら自然環境の保全を図った計画とし、擁壁を設置する場合

には、地上高で間知石等練積み造擁壁、鉄筋コンクリート造擁壁は5mを限度とすること。 

地形上やむを得ず地上高の高い鉄筋コンクリート造の擁壁（おおむね5mを超えるもの）を計画する場

合には、設計・施工・管理とも技術的に十分に配慮するとともに、美観・景観及び自然環境を考慮する

こと。 

都市計画法施行令第28条第１号 

地盤の沈下又は開発区域外の地盤の隆起が生じないように、土の置換え、水抜きその他の措置が

講ぜられていること。 

都市計画法第33条第１項第７号 

地盤の沈下、崖
がけ

崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土地について、地盤

の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられるように設計が定められてい

ること。この場合において、開発区域内の土地の全部又は一部が次の表の上欄に掲げる区域内の土

地であるときは、当該土地における同表の中欄に掲げる工事の計画が、同表の下欄に掲げる基準に

適合していること。 

（表は省略。P1-3-1-2参照） 
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[造成計画] 

一般的に残土処分・搬入土は、土砂の搬出入に伴う一般道路への影響（騒音、ほこり、交通混雑等）

が大きいため、できる限り開発区域内で切盛バランスに近づけるように計画すること。 

 

[計画地盤高] 

周辺の住環境との調和を図るため、できるだけ地盤高を周辺に合わせるように計画すること。 

擁壁背後の地盤は、建築時に発生する土をその敷地内で処理できるように、あらかじめ擁壁上端より

5～10cm程度、全体的に敷地内の地盤面を低くするように計画すること。 

擁壁・重量ブロックの上端にさらに重量ブロック等を積み増し、盛土により土圧を生じさせる行為を

行わないこと。 

 

[注意事項] 

平地の場合、軟弱地盤、地下水位及び排水勾配に注意すること。 

切土においては、切土勾配と法面処理に注意すること。 

盛土においては、荷重で沈下を起こさないよう注意する。また、盛土で法面処理をする場合は、盛土

勾配に注意すること。 

 

[擁壁の配置] 

国、都、市町村に帰属する土地内には、原則として隣接する敷地の擁壁の基礎を設けないこと。 

施行地区周辺の住民等には、事前に造成計画や擁壁の配置計画の内容を十分に説明すること。 

 

[他法令との関連] 

開発行為の許可又は盛土規制法に基づく工事の許可を受けた場合は、地上高が2mを超える擁壁を設置

する場合でも、当該の擁壁について、建築基準法による工作物の確認は不要となる。（建築基準法第 88

条第４項） 

 

 

８－２－２ 崖面の排水 

 

 

 

 

 

 

崖
がけ

面の排水に関する技術的基準は、「盛土規制法に係る手引」の設計編「崖
がけ

面天端の排水」に準拠する

こと。 

 

 

 

 

 

都市計画法施行令第28条第２号 

開発行為によつて崖
がけ

が生じる場合においては、崖
がけ

の上端に続く地盤面には、特別の事情がない

限り、その崖
がけ

の反対方向に雨水その他の地表水が流れるように勾
こう

配が付されていること。 
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８－２－３  切土 

切土の安定 

 

 

 

 

 

 

切土に関する技術的基準は、「盛土規制法に係る手引」の設計編「切土」に準拠すること。 

 

 

８－２－４  盛土 

（１）盛土の安定 

 

 

 

 

 

 

 

盛土に関する技術的基準は、「盛土規制法に係る手引」の設計編「盛土」、「盛土内排水層（水平排水層）」

及び施工編「敷均し・締固め」に準拠すること。 

 

 

（２）盛土地盤の段切り 

 

 

 

 

段切りに関する技術的基準は、「盛土規制法に係る手引」の設計編「段切り」に準拠すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画法施行令第28条第３号 

切土をする場合において、切土をした後の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その地盤に滑

りが生じないように、地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカーその他の土留め（次号において「地滑

り抑止ぐい等」という。）の設置、土の置換えその他の措置が講ぜられていること。 

都市計画法施行令第28条第４号 

盛土をする場合には、盛土に雨水その他の地表水又は地下水の浸透による緩み、沈下、崩壊又は滑り

が生じないように、おおむね 30 センチメートル以下の厚さの層に分けて土を盛り、かつ、その層の土

を盛るごとに、ローラーその他これに類する建設機械を用いて締め固めるとともに、必要に応じて地滑

り抑止ぐい等の設置その他の措置が講ぜられていること。 

都市計画法施行令第28条第５号 

著しく傾斜している土地において盛土をする場合には、盛土をする前の地盤と盛土とが接する面が滑り

面とならないように、段切りその他の措置が講ぜられていること。 
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８－２－５ 切土盛土をする場合の地下水の処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盛土と地山との境界付近に、地下水が流入し、地下水位が盛土を行う前の地盤面の高さを超え、盛土

の内部に進入しているものについては、滑動崩落のおそれが大きいとされている。そのため崖崩れ又は土

砂の流出の原因となる地下水を排除するための排水施設の設置が必要となる。 

切土盛土をする場合の地下水の処理に関する技術的基準は、「盛土規制法に係る手引」の設計編「排

水工に関する技術的基準」に準拠すること。なお、崖面以外の排水施設については、本審査基準の「４－

１－３ 排水施設」の基準によること。 

都市計画法施行令第28条第７号 

切土又は盛土をする場合において、地下水により崖
がけ

崩れ又は土砂の流出が生じるおそれがあるとき

は、開発区域内の地下水を有効かつ適切に排出することができるように、国土交通省令で定める排水施

設が設置されていること。 

都市計画法施行規則第22条第2項 

令28条第7号の国土交通省令で定める排水施設は、その管渠
きょ

の勾
こう

配及び断面積が、切土又は盛土を

した土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域の面積を用いて算定した計画地下水排水

量を有効かつ適切に排出することができる排水施設とする。 
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８－３  崖面の保護 

８－３－１ 崖面の保護 

 

 

 

 

 

 

 崖面の保護に関する技術的基準は、「盛土規制法に係る手引」の設計編「法面の保護」に準拠

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画法施行令第 28条第６号 

開発行為によつて生じた崖
がけ

面は、崩壊しないように、国土交通省令で定める基準によ

り、擁壁の設置、石張り、芝張り、モルタルの吹付けその他の措置が講ぜられているこ

と。 
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８－３－２  崖に関する技術的細目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盛土又は切土により生じた崖
がけ

面は、その高さにかかわらず、擁壁で覆う必要がある。 

ただし、次の①～③に該当する場合は、擁壁を設置する必要はありません。 

① 切土により生じた崖面の一部 

 切土により生じた崖
がけ

面であって、土質に応じた崖
がけ

の勾配が次表のいずれかに該当する崖
がけ

面

である場合 

都市計画法施行規則第 23条（がけ面の保護） 

切土をした土地の部分に生ずる高さが２メートルをこえるがけ、盛土をした土地の部

分に生ずる高さが１メートルをこえるがけ又は切土と盛土とを同時にした土地の部分に

生ずる高さが２メートルをこえるがけのがけ面は、擁壁でおおわなければならない。た

だし、切土をした土地の部分に生ずることとなるがけ又はがけの部分で、次の各号の一

に該当するもののがけ面については、この限りでない。 

一  土質が次の表の上欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ勾
こう

配が同表の中欄の

角度以下のもの 

土   質 

砂利、真砂土、関東ロ

－ム、硬質粘土その他

これらに類するもの 

風化の著しい岩 
軟岩（風化の著し

いものを除く。） 

擁壁を要しない 

勾
こう

配の下限 35 度 40 度 60 度 

擁壁を要する 

勾
こう

配の上限 45 度 50 度 80 度 

二  土質が前号の表の上欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ勾
こう

配が同表の中欄

の角度をこえ同表の下欄の角度以下のもので、その上端から下方に垂直距離５メート

ル以内の部分。この場合において、前号に該当するがけの部分により上下に分離され

たがけの部分があるときは、同号に該当するがけの部分は存在せず、その上下のがけ

の部分は連続しているものとみなす。 

２  前項の規定の適用については、小段等によつて上下に分離されたがけがある場合にお

いて、下層のがけ面の下端を含み、かつ、水平面に対し 30 度の角度をなす面の上方に上

層のがけ面の下端があるときは、その上下のがけを一体のものとみなす。 

３  第１項の規定は、土質試験等に基づき地盤の安定計算をした結果がけの安全を保つた

めに擁壁の設置が必要でないことが確かめられた場合又は災害の防止上支障がないと認

められる土地において擁壁の設置に代えて他の措置が講ぜられた場合には、適用しな

い。 

４  開発行為によつて生ずるがけのがけ面は、擁壁でおおう場合を除き、石張り、芝張り、

モルタルの吹付け等によつて風化その他の侵食に対して保護しなければならない。 
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表 擁壁の設置義務解除例 

 

 

なお、次図のように、第 2号の崖が、第 1号の崖によって上下に分離されている場合、第

1 号の崖は存在せず、上下の崖は連続しているとみなされるため、上部の崖の高さａと下部

の崖の高さｂの合計が 5ｍ以内の場合は、その間に介在している第 1 号の崖も含め、擁壁の

設置が義務づけられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 安定計算により擁壁の設置が必要でないことが確かめられた崖
がけ

面 

  ③ 災害の防止上支障がないと認められる土地において擁壁の設置に代えて他の措

置が講ぜられた崖
がけ

面 

  また、擁壁の設置義務に関する技術的基準は「盛土規制法に係る手引」の設計編

「擁壁の設置義務」に準拠すること。 

 

 

土 質 

 

 

 

軟 岩 

（風化の著しいもの

を除く） 

 

 

 

風化の著しい岩 

 

 

 

砂利、真砂土、関東

ロ－ム、硬質粘土、

その他これらに類するもの 

 

 

 

第１号崖 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２号崖 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
60° 

80° 

５ｍ以下 

40° 

50° 

５ｍ以下 

35° 

45° 

５ｍ以下 

崖の下端    60゜以下 

１:0.58 

崖の下端    40゜以下 

１:1.190 

崖の下端    35゜以下 

１:1.43 
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８－４  擁壁 

８－４－１ 擁壁の分類 

擁壁には主に次のような種類がある。このような擁壁を用いる場合は、開発登録簿、土地利

用計画図、造成計画図に、擁壁の種類、地上高（見え高）、延長を記載すること。また、擁壁

の断面図を開発登録簿に記載すること。 

(1) 間知石等練積み造擁壁  

(2) 片持ばり式擁壁（ＲＣ擁壁） 

(3) 控え壁式擁壁（ＲＣ擁壁） 

(4) 重力式擁壁 

 

 

 

８－４－２  擁壁の設置計画 

(1) 配置計画 

① 国、都、市等に帰属することとなる公共の用に供する敷地内には、原則としてこれを隣

接する擁壁の基礎を築造しないこと。 

②  開発区域に含まれていない周辺公道の隣接際を切り盛りして擁壁又は斜面を造る場合

は、その公道の管理者等と十分協議して設計すること。 

③ 施行地区周辺の住民には、事前にその工事の内容を十分に説明すること。  

④ 開発区域周囲の家屋等に隣接する擁壁については、隣接地との高低差が３ｍ未満になる

ように計画地盤高を設定すること。またやむを得ず地上高（H：見え高）３ｍを超える擁

壁を設置する場合には、隣接の土地所有者及び建物所有者の同意を得ることが望ましい。 

なお、同意が得られない場合、地上高（見え高）の２０％以上あるいは開発区域が擁壁

の下部に位置する場合は構造物、基礎及び裏込め等の厚さの総厚のうちの大きい方の離

隔を確保すること。（次頁の図を参照） 
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開発区域 

Ｈ 

0.2Ｈ以上 

開発区域 

0.2Ｈ以上 

0.2ＨあるいはＸ

の大きい方 

Ｈ 

開発区域 

Ｈ 

開発区域 

0.2ＨあるいはＸの

大きい方 

 

Ｘ 
Ｘ 

Ｈ 
裏込 

躯体 

Ｘ：構造物、基礎及び裏込め等の厚さの総厚 

ＧＬ 

ＧＬ 

ＧＬ 

ＧＬ 

ＧＬ 

ＧＬ 

ＧＬ 

（開発区域が擁壁の下部） 

ＧＬ 

地上高３ｍを超える擁壁の離隔について（同意が得られない場合） 

 ○ＲＣ擁壁の場合 ○練積み擁壁の場合 

（開発区域が擁壁の上部） 
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８－４－３  擁壁の設計 

(1) 構 造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

擁壁の構造に関する技術的基準は、「盛土規制法に係る手引」の設計編「擁壁の構造」を、擁

壁の設計に関する技術的基準は同手引設計編の「擁壁に関する技術的基準」に準拠すること。 

都市計画法施行規則第 27条（擁壁に関する技術的細目） 

第 23 条第１項の規定により設置される擁壁については、次に定めるところによらなけれ

ばならない。 

一  擁壁の構造は、構造計算、実験等によつて次のイからニまでに該当することが確か

められたものであること。 

イ  土圧、水圧及び自重（以下この号において「土圧等」という。）によつて擁壁が

破壊されないこと。 

ロ  土圧等によつて擁壁が転倒しないこと。 

ハ  土圧等によつて擁壁の基礎がすべらないこと。 

ニ  土圧等によつて擁壁が沈下しないこと。 
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９  災害危険区域等の除外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2年 6月 10 日に公布された改正都市計画法により、法第 33 条第 1項第 8号の規制対象

に自己業務用の施設を追加し、災害危険区域等における開発を原則として禁止とした。 

１．法第 33条第１項第８号ただし書の適用をする場合の考え方 

例外的に許可を行う場合、次のア～オのいずれかに該当すること。 

(１) 災害レッドゾーンの指定が解除されることが決定している場合又は短期間のうちに

解除されることが確実と見込まれる場合。 

(２) 開発区域の面積に占める災害レッドゾーンの面積の割合が僅少であるとともに、フ

ェンスを設置すること等により災害レッドゾーンの利用を禁止し、又は制限する場合。 

(３) 自己業務用の施設（工房、倉庫等）であって、開発許可の申請者以外の利用者が想

定されない場合 

(４) 災害危険区域を指定する条例による建築の制限に適合する場合 

(５) (１)から(４)までの場合と同等以上の安全性が確保されると認められる場合 

※ 「災害レッドゾーン」とは、建築基準法第 39 条第１項の災害危険区域、地すべ

り等防止法第３条第１項の地すべり防止区域、土砂災害防止法第第９条第１項の土

砂災害特別警戒区域、特定都市河川浸水被害対策法第 56 条第１項の浸水被害防止区

域及び急傾斜地崩壊危険区域をいう。 

  なお、本条ただし書きを適用した場合には、その旨を開発登録簿に記載する必要がある。 

  （規則第 35 条第一号） 

  いずれにせよ、例外的な許可の運用に当たっては、災害リスクに関し開発区域及び周辺の状

況等を踏まえた総合的な判断が求められる。 

  また、建築基準法、土砂災害防止法等の個別法において建築や開発行為が認められない場合

には、基本的に、開発許可制度においても許可を行うことは適切でないと考えられる。 

都市計画法第 33 条第１項第８号 

主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外

の開発行為にあつては、開発区域内に建築基準法第 39 条第１項の災害危険区域、地すべ

り等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第３条第１項の地すべり防止区域、土砂災害警戒

区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第 57 号）第９条

第１項の土砂災害特別警戒区域及び特定都市河川浸水被害対策法（平成 15 年法律第 77

号）第 56 条第１項の浸水被害防止区域（次条第８号の２において「災害危険区域等」と

いう。）その他政令で定める開発行為を行うのに適当でない区域内の土地を含まないこ

と。ただし、開発区域及びその周辺の地域の状況等により支障がないと認められるとき

は、この限りでない。 

都市計画法施行令第 23条の２（開発行為を行うのに適当でない区域） 

法第 33 条第１項第８号（法第 35 条の２第 4 項において準用する場合を含む。）の政令

で定める開発行為を行うのに適当でない区域は、急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊

による災害の防止に関する法律（昭和 44年法律第 57 号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危

険区域をいう。第 29 条の７及び第 29 条の９第３号において同じ。）とする。 
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10  樹木の保存・表土の保全 

１  基準の適用範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然環境の保護を図ることによって、良好な都市環境を確保しようとするものであるが、

開発行為を行う前の開発区域の状況により、環境の態様は大きく支配されるので、必ずしも

あらゆる開発行為において、同一水準の樹木の保存又は表土の保全を担保しようとするもの

ではない。 

基準の適用範囲については令第 23 条の３、技術的細目については令第 28 条の２及び規則

第 23 条の２に規定されている。 

 

２  技術的細目 

(1) 保存すべき樹木 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画法第 33 条第１項第９号  

政令で定める規模以上の開発行為にあつては、開発区域及びその周辺の地域における

環境を保全するため、開発行為の目的及び第２号イからニまでに掲げる事項を勘案し

て、開発区域における植物の生育の確保上必要な樹木の保存、表土の保全その他の必要

な措置が講ぜられるように設計が定められていること。 

都市計画法施行令第 23 条の３（樹木の保存等の措置が講ぜられるように設計が定められ

なければならない開発行為の規模） 

法第 33 条第１項第９号（法第 35 条の２第 4 項において準用する場合を含む。）の政

令で定める規模は、１ヘクタールとする。ただし、開発区域及びその周辺の地域におけ

る環境を保全するため特に必要があると認められるときは、都道府県は、条例で、区域

を限り、 0.3 ヘクタール以上１ヘクタール未満の範囲内で、その規模を別に定めること

ができる。 

都市計画法施行令第 28 条の２ 

法第 33 条第２項に規定する技術的細目のうち、同条第１項第９号（法第 35 条の２

第 4 項において準用する場合を含む。）に関するものは、次に掲げるものとする。 

一  高さが 10 メートル以上の健全な樹木又は国土交通省令で定める規模以上の健全な

樹木の集団については、その存する土地を公園又は緑地として配置する等により、

当該樹木又は樹木の集団の保存の措置が講ぜられていること。ただし、当該開発行

為の目的及び法第 33 条第１項第２号イからニまで（これらの規定を法第 35 条の２

第 4 項において準用する場合を含む。）に掲げる事項と当該樹木又は樹木の集団の

位置とを勘案してやむを得ないと認められる場合は、この限りでない。 
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二  高さが１メートルを超える切土又は盛土が行われ、かつ、その切土又は盛土をする

土地の面積が 1000 平方メートル以上である場合には、当該切土又は盛土を行う部分

（道路の路面の部分その他の植栽の必要がないことが明らかな部分及び植物の生育が

確保される部分を除く。）について表土の復元、客土、土壌の改良等の措置が講ぜら

れていること。 

都市計画法施行規則第 23 条の２（樹木の集団の規模） 

令第 28 条の２第１号の国土交通省令で定める規模は、高さが５メートルで、かつ、

面積が 300 平方メートルとする。 
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11  緑地帯及び緩衝帯 

(１)  緩衝帯の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この基準は、騒音、振動等により周辺に環境悪化をもたらすおそれのある建築物等につい

て、開発行為の段階から環境保全の立場にたっての規制を行うものである。 

緩衝帯の設置により、騒音、振動等の環境障害をすべて防止しようとする趣旨ではなく、

予定建築物等の騒音源、振動源等が開発行為の申請時点では必ずしも具体的に把握すること

ができないという開発許可制度の性格からして、具体的な騒音、振動等の環境障害に関して

は、別途本来の公害規制法（騒音規制法、水質汚濁防止法等）を期待するものである。 

「騒音、振動等」とは、開発区域内の予定建築物等から発生するものを指す。また、騒音、

振動等のほかに煤
ばい

煙、悪臭が含まれると考えられるが、日照の悪化、ビル風の発生による環

境の悪化は含まれない。 

「騒音、振動等をもたらすおそれのある建築物」とは、一般的に工場を指す。 

これは、通常工場では動力を用い、物の加工、処理及び運搬を行うため、騒音等のおそれ

があるとされるからである。第一種特定工作物は、これに該当する。 

令第 23 条の４において緩衝帯を設置する開発行為の規模を１ha 以上と定めたのは、これ

以下の規模では、緩衝帯をとる余地が少ないこと、たとえ、短い幅の緩衝帯を設置させるこ

ととしても、その効果が少ないこと等による。 

 

都市計画法第 33 条第１項第 10 号 

政令で定める規模以上の開発行為にあつては、開発区域及びその周辺の地域におけ

る環境を保全するため、第２号イからニまでに掲げる事項を勘案して、騒音、振動等

による環境の悪化の防止上必要な緑地帯その他の緩衝帯が配置されるように設計が定

められていること。 

都市計画法施行令第 23 条の４（環境の悪化の防止上必要な緩衝帯が配置されるように設

計が定められなければならない開発行為の規模） 

法第 33 条第１項第 10 号（法第 35 条の２第 4 項において準用する場合を含む。）の

政令で定める規模は、１ヘクタールとする 
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(２)  緩衝帯の幅員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緩衝帯の幅員は、開発区域の面積が大きくなれば事業規模も大きくなることが予想され、

またそれだけ緩衝帯を確保する余地（負担力）も増大することに鑑みて定められている。 

他の法令による緩衝帯に関する基準としては、工場立地法により「環境施設（緩衝帯に当

たる。）を区域面積の 15 パーセント以上とること」との定めがあるが、これは開発区域を 

1、1.5 、5 、15 及び 25ha の正方形と考え許可基準における緩衝帯の最小幅員をとったと

きの緩衝帯面積割合とほぼ一致している（工場立地に関する準則第４条参照）。 

また、森林法による開発行為の規制においても、緩衝帯に関する基準が定められている。 

緩衝帯は、開発区域の境界の内側に沿って設置されるものである。その構造については、

開発行為の段階では騒音源、振動源等を先行的に把握することができないため、開発区域内

にその用地を確保していれば足りる。また、緩衝帯は公共用地ではなく、工場等の敷地の一

部となるので、その区域を明らかにしておく必要がある。 

施行令第 28 条の３ただし書では、開発区域の周辺に公園、緑地、河川等緩衝効果を有す

るものが存する場合には、緩衝帯の設置の条件が緩和される旨を規定している。 

その他、緩衝効果を有するものは、池、沼、海、植樹のされた大規模な街路、法
のり

面である。

これらについては、その幅員の１／２を緩衝帯の幅員に算入することができる。 

都市計画法施行令第 28 条の３ 

騒音、振動等による環境の悪化をもたらすおそれがある予定建築物等の建築又は建設

の用に供する目的で行う開発行為にあつては、４メートルから 20 メートルまでの範囲

内で開発区域の規模に応じて国土交通省令で定める幅員以上の緑地帯その他の緩衝帯が

開発区域の境界にそつてその内側に配置されていなければならない。ただし、開発区域

の土地が開発区域外にある公園、緑地、河川等に隣接する部分については、その規模に

応じ、緩衝帯の幅員を減少し、又は緩衝帯を配置しないことができる。 

都市計画法施行規則第 23 条の３ 

令第 28 条の３の国土交通省令で定める幅員は、開発行為の規模が、１ヘクタール以

上 1.5 ヘクタール未満の場合にあつては４メートル、 1.5 ヘクタール以上５ヘクター

ル未満の場合にあつては５メートル、５ヘクタール以上 15 ヘクタール未満の場合にあ

つては 10 メートル、15 ヘクタール以上 25 ヘクタール未満の場合にあつては 15 メート

ル、25 ヘクタール以上の場合にあっては 20 メートルとする。 
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12  輸送の便 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「政令で定める規模」とは令第 24 条の規定により 40ha 以上の開発行為にあっては、道路、鉄

道による輸送の便を考慮し、特に必要があると認められる場合には、当該開発区域内に鉄道施設

の用に供する土地を確保するなどの措置を講ずることが必要となってくる。 

 

 

 

 

 

13  申請者の資力・信用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この規定は、申請者に事業計画とおりに事業を完了するための資金的能力があるかどうか、及

び過去の事業実績等から判断して誠実に許可事業を遂行していくことができるかどうかを確認し

て、その事業が適正に施行されることを確保しようとするものである。 

また、自己の居住用又は 1ha 未満の自己の業務用の開発行為であっても、工事の内容が盛土規

制法みなし許可に該当する場合には本号が適用される。 

確認資料としては、①資金計画書、②法人の登記事項証明書（個人の場合は住民票）、③事業経

歴書、④納税証明書、⑤暴力団等に該当しないことの誓約書等とする。 

 

 

 

 

都市計画法第 33 条第１項第 11 号 

政令で定める規模以上の開発行為にあつては、当該開発行為が道路、鉄道等による輸送

の便等からみて支障がないと認められること。 

都市計画法施行令第 24 条（輸送の便等からみて支障がないと認められなければならない開

発行為の規模） 

法第 33 条第１項第 11 号（法第 35 条の２第 4項において準用する場合を含む。）の政令

で定める規模は、40ヘクタールとする。 

都市計画法第 33 条第１項第 12 号 

主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為又は住

宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは建設

の用に供する目的で行う開発行為（当該開発行為の中断により当該開発区域及びその周辺

の地域に出水、崖
がけ

崩れ、土砂の流出等による被害が生じるおそれがあることを考慮して政

令で定める規模以上のものを除く。）以外の開発行為にあつては、申請者に当該開発行為

を行うために必要な資力及び信用があること。 
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14  工事施行者の能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宅地開発に伴う工事中の災害は、人命、財産、公共施設等に被害をもたらす例が多いので工事

施行者の能力判定は重要である。 

また、自己の居住用又は 1ha 未満の自己の業務用の開発行為であっても、工事の内容が盛土規

制法みなし許可に該当する場合には本号が適用される。 

確認資料としては、①法人の登記事項証明書、②事業経歴書、③建設業許可書（土木工事業）

等とする。 

 

 

 

15  関係権利者の同意 

 

 

 

 

 

 

 

開発行為の妨げとなる権利を有する者の同意については、権利者とのトラブルを未然に防ぐた

め「原則的に全員の同意を必要とする」ものとする。 

権利者の確認は登記事項証明書及びその他の資料に基づいて行う。なお、権利者が未成年者、

成年被後見人等である場合は、戸籍全部事項証明書、成年後見登記事項証明書等により親権者、

後見人等を確認し、必要に応じてそれらの者の同意書も添付すること。 

 

（１）  妨げとなる権利を有する者 

土  地    所有権、永小作権、地上権、賃借権、抵当権、先取特権、地役権等を有する者

及び土地の保全処分をした者 

工作物    所有権、賃借権、質権、抵当権、先取特権等を有する者及び土地改良施設の管

理者 

 

都市計画法第 33 条第１項第 13 号 

主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為又は住

宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは建設

の用に供する目的で行う開発行為（当該開発行為の中断により当該開発区域及びその周辺

の地域に出水、崖
がけ

崩れ、土砂の流出等による被害が生じるおそれがあることを考慮して政

令で定める規模以上のものを除く。）以外の開発行為にあっては、工事施行者に当該開発

行為に関する工事を完成するために必要な能力があること。 

都市計画法第 33 条第１項第 14 号 

当該開発行為をしようとする土地若しくは当該開発行為に関する工事をしようとする

土地の区域内の土地又はこれらの土地にある建築物その他の工作物につき当該開発行為

の施行又は当該開発行為に関する工事の実施の妨げとなる権利を有する者の相当数の同

意を得ていること。 
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（２）  相当数の同意 

当該開発行為をしようとする土地及び当該開発行為に関する工事をしようとする土地のそ

れぞれについて、おおむね、権利を有するすべての者の３分の２以上並びにこれらの者のう

ち所有権を有するすべての者及び借地権を有するすべての者のそれぞれの３分の２以上の同

意を得ており、かつ、同意した者が所有する土地の地積と、同意した者が有する借地権の目

的となっている土地の地積との合計が土地の総地積と借地権の目的となっている土地の総地

積の合計の３分の２以上である場合を指すものである。 

 

１）共有地の場合のカウントの仕方について 

宅地について複数の共有権者が在る場合には、全体で一の所有者とみなす。つまり、Ａ、

Ｂ、Ｃ３人の共有権者が在る場合には、３人としてカウントするのではなく、１人として

カウントすることとなる。 

ここで注意すべき点は、共有の場合は、全員同意が要件となっていることである。した

がって、先程のＡ、Ｂ、Ｃ３人の共有権者が在る場合において、３人のうち１人でも反対

があれば、この宅地は反対１とカウントすることとなる。 

 

 16 条例による技術基準の強化等 

 

都市計画法第 33 条第３項 

   地方公共団体は、その地方の自然的条件の特殊性又は公共施設の整備、建築物の建築そ

の他の土地利用の現状及び将来の見通しを勘案し、前項の政令で定める技術的細目のみに

よっては環境の保全、災害の防止及び利便の増進を図ることが困難であると認められ、又

は当該技術的細目によらなくとも環境の保全、災害の防止及び利便の増進上支障がないと

認められる場合においては、政令で定める基準に従い、条例で、当該技術的細目において

定められた基準を強化し、又は緩和することができる。 

 

 

都市計画法第 33 条第４項 

  地方公共団体は、良好な住居等の環境の形成又は保持のため必要と認める場合において

は、政令で定める基準に従い、条例で、区域、目的又は予定される建築物の用途を限り、

開発区域内において予定される建築物の敷地面積の最低限度に関する制限を定めること

ができる。 

 

 

都市計画法第 33 条第５項 

  景観行政団体（景観法第７条第１項に規定する景観行政団体をいう。）は、良好な景観

の形成を図るため必要と認める場合においては、同法第８条第２項第１号の景観計画区域

内において、政令で定める基準に従い、同条第１項の景観計画に定められた開発行為につ

いての制限の内容を、条例で、開発許可の基準として定めることができる。 
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17 公有水面埋立て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公有水面埋立法による埋立免許に際しては、その埋立ての目的に照らして、埋立地の利便の増

進と環境の保全とが図られるように第１項で定める事項と同じ事項について所要の措置が講ぜら

れていること。 

 

18  促進区域内の開発行為 

 

 

 

 

 

この規定は、市街地再開発促進区域内における開発許可に関する基準の特例について定めたも

のである。 

市街地再開発促進区域内における開発行為は通常は市街地再開発事業として行われるものと考

えられるが、これ以外の開発行為が行われるときは、市街地再開発促進区域制度の趣旨から規模

の大小にもかかわらず、市街地再開発促進区域内に関する都市計画（公共施設の配置及び規模、

単位整備区等）等に適合して行わなければならない。 

 

開発行為の許可の基準の特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画法第 33 条第７項 

  公有水面埋立法第 22 条第２項の告示があつた埋立地において行う開発行為について

は、当該埋立地に関する同法第２条第１項の免許の条件において第１項各号に規定する事

項（第 4 項及び第 5 項の条例が定められているときは、当該条例で定める事項を含む。）

に関する定めがあるときは、その定めをもって開発許可の基準とし、第１項各号に規定す

る基準（第４項及び第５項の条例が定められているときは、当該条例で定める制限を含

む。）は、当該条件に抵触しない限度において適用する。 

都市計画法第 33 条第８項 

市街地再開発促進区域内における開発許可に関する基準については、第１項に定めるも

ののほか、別に法律で定める。 

都市再開発法第７条の８ 

市街地再開発促進区域内における都市計画法第４条第 12 項に規定する開発行為（第７

条の４第１項の許可に係る建築物の建築又は建築基準法第 59 条第１項第２号若しくは第

３号に該当する建築物の建築に係るものは除く。）については、都市計画法第 29 条第１項

第１号の規定は適用せず、同法第 33 条第１項中「基準（第４項及び第５項の条例が定め

られているときは、当該条例で定める制限を含む。）」とあるのは「基準（第 29 条第１項

第１号の政令で定める規模未満の開発行為にあつては第２号から第 14 号までに規定する

基準、第 29 条第１項第１号の政令で定める規模以上の開発行為にあつては第２号（貯水

施設に係る部分を除く。）に規定する基準を除き、第４項及び第５項の条例が定められて

いるときは、当該条例で定める制限を含む。）及び市街地再開発促進区域に関する都市計

画」と読み替えて、同条の規定を適用する。 
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19 アセスメント対象事業 

開発行為の目的及び規模によって、その事業実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれがある

ものについては、開発許可に先立ち、東京都環境影響評価条例に基づきアセスメントの手続が

必要である。また、その際はアセスメントの内容と整合がとれていること。 

対象となる事業については以下のとおり。 

（１）  住宅団地の新設 

一団の土地に集団的に建設される住宅で、住宅戸数が 1,500 戸以上のもの 

（２）  第二種特定工作物の新設 

施行する土地の区域（以下「事業区域」という。）の面積が 40ha 以上のもの 

ただし、事業区域に樹林地等を 15ha 以上含む場合にあっては、事業区域の面積が 20ha 以

上のもの。 

（３）  建築物の建築の用に供する目的で行う土地の造成 

建築基準法第２条第１号の建築物の建築の用に供する目的で行う土地の造成で、施行する

土地の区域の面積が 40ha 以上のもの 

ただし、事業区域に樹林地等を１５ha 以上含む場合にあっては、事業区域の面積が 20ha

以上のもの 

 

 

 

 

 

 

 

  


